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環 境 税 をめ ぐ る諸 問題

植 田 和 弘

Ⅰ 環境税論議の背景と課題

ピグー1)によって提唱された租税政策手段と

しての環境税が現実の政策課題にのぼり,導入

され始めたのはきわめて最近のことである｡ 近

年において環境税が特に大きな注目をあびるよ

うになったのには,少なくとも次のような背景

があったと考えられる｡ 第 1に,環境問題が普

遍的現象として,公共政策の中心的課題の1つ

となり,そのため租税システムという社会の最

も基本的なルー)I,の中に環境配慮を組み込むこ

とが迫られてきたためである｡第2に,より効

率的な環境制御を達成するためには直接規制に

加えて多様な環境政策手段を活用する必要があ

り,そのことによって規制改革を実現しようと

する傾向が強まったことである｡ それは,それ

まで指令 ･統制型の介入手段一辺倒で進められ

てきた環境政策に行き詰まりが特に先進国でみ

られ,公共部門の非能率も是正する必要がでて

きたこと,そして同時に世界経済のグローバル

化への対応から,市場メカニズムを基礎におい

た規制改革が追求されたことである｡

現代社会のエネルギー源である化石燃料の燃

焼に伴う二酸化炭素の増加を主因として地球温

暖化問題が発生した｡その進行を防止2)するた

1) ピグーは,『厚生経済学』 (Pigou,1920)において,

後にピグー税と呼ばれる租税政策手段としての課税を提

唱した｡ピグー税とは,ある財 ･サービスの生産や消費

の最適水準における私的限界費用と社会的限界費用の差,

すなわち限界外部費用に相当する税額を,単位当たりの

生産 ･消費に課す税のことである｡

2) 地球温暖化防止は1980年代後半から国際政治の課題に

なり,1992年のいわゆる地球サミットにおいて気候変動

枠組み条約 (通称地球温暖化防止条約)が結ばれ,国際

協調の下で先進国を中心に各国で対策が進みだした｡

めの手投として議論されている炭素税は,環境

税の1つの典型である｡ 炭素税は,すでに,ス

ウェーデン,ノルウェー,デンマーク,フィン

ランド,オランダの5ヶ国で導入されている｡

また,炭素税以外にも少なくない環境税が先進

国,途上国を問わず,1990年代になって導入さ

れている3)｡環境税は理論上の税からすでに現

実の税になったといってよいであろう｡

しかし,現実の環境税は,理論上想定されて

きた環境税,すなわちピグー税やボーモル=

オーツ税4)とはかなり異なった税になっている

ことが多い｡そうなる理由の1つは,税の導入

は政治過程を通じて行われることもあって,秩

の導入に伴う経済的利害の調整のために政治的

判断がしばしば優先されることによる｡

第2に,環境税理論の前提となる理論上の想

定それ自体がやや一面的だったことである｡ 現

実の環境税を詳細に検討してみると,租税論の

立場からは環境税についてミクロ経済学的視点

とは別の位置付け方も可能である｡すなわち,

環境税とは,環境保全のための租税政策手段と

しての税という側面と,環境対策費用を原因者

からその寄与 (受益)に応じて負担させる財源

調達の目的税という側面をあわせもつ二重性を

もった税なのである5)｡

3) OECD (1994a),OECD (1995)参照｡

4) ボーモル=オーツ税は,自然科学的知見等に基づいて

集合的意思決定によって決められた環境政策の目標水準

を最小の社会的費用で達成するような課税のことである｡

ピグー税のもつ効率性のうち,最適汚染水準の達成とい

う意味での効率性をあきらめる代わりに,実行可能性を

高めた税だといわれている｡ボーモル=オーツ (Baumol

andOates,1971)は,基準 ･価格 アプローチと呼んで

いる｡

5) 植田和弘 (1997)参照｡
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さらに,もう1つの理由は,環境税を導入す

る目的が環境政策のためだけとは限らないこと

である｡ たとえば,スウェーデンにおける炭素

税導入は所得税減税の代替財源であるといわれ

ている6)｡また,環境政策の領域が科学技術政

莱,国土開発政策や財政 ･金融政策等との統合

が必要なほどに広が りを持つようになると,環

境税の導入はそもそも多目的となりやすい｡

以上のような環境税の導入の広がりと導入形

態の多様化は,既存の経済理論の再検討を迫る

とともに新しい検討課題をあらためて提起して

いるように思われる｡ すなわち,環境税をいか

なる根拠で,何のために,どのように導入し,

税体系上いかに位置づけるべきかという問題で

ある｡

ⅠⅠ 環境税の定義

石弘光 (1993)は,環境税についてピグー税

を基本において議論を展開している｡ 他の環境

政策手段と比較して環境税を環境政策の経済的

手段の1つとして活用することが有効であると

し､導入に伴う論点を整理しているが,そこか

ら環境税導入についての現実的インプリケー

ションを引き出すことはできない｡また,宮島

洋 (1993)は,環境税の租税論的課題を検討し

ているが,そこでも ｢環境税とは,地球規模な

いし地域規模の環境悪化をもたらす種々の汚染

物質 (有害な廃棄物等も含む)の排出を抑制す

るために賦課される税の総称｣7)であるとし,

課税のタイプ,対象,段階もあくまでもピグー

税を念頭において議論している｡

それに対して,宮本憲一 (1996)は,新しい

租税原則の確立の中に,環境税を位置づけよう

とする｡ スミスの租税原則は納税者の立場に

立ったといわれているが,①公平,②明確,③

便宜,④徴税費最少という4原則で定式化され

ている｡ これを基に,納税者の権利を土台にし

た近代国家の租税原則を整理すると,①負担の

公平,②参加,③効率,になるという｡そして,

6) OECD (1994b)参照｡

7) 宮島洋 (1993),31ページ｡
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環境税という新税がこの三原則に妥当するか否

かを検討しなければならないとした上で,上記

の近代国家の租税原則に,もう1つ租税原則を

加える必要があると主張している｡それが,地

球環境保全のために ｢環境の負荷を減少させる

課税｣というエコロジカル租税原則である｡ こ

の原則に基づいてエネルギー課税をはじめ,一

次産品 (稀少な資源)の課税などの新税 (環境

税)の導入とともに,仝租税の課税標準や税率

の改革という租税体系の全面的な改革が必要で

あるとしている｡ また,こうしたエコロジカル

な税制改革は,環境保全のための全面的な行財

政改革の一環として行われるべきだという ｡ こ

れは,公共支出面の改革や課税原則の変更とい

う行財政制度全般のエコロジーの立場からの体

系的な見直しの提唱であり,言わば人間と自然

の共生というルールを行財政システムに組み入

れる提案といってもよいだろう｡ しかし,この

ような原則の下で環境税とはいかなる税である

か,たとえば ｢環境の負荷を減少させる課税｣

という原則と効率や公平という原則との関連や

調整原理はいかにあるべきかという点について

は必ずしも明確ではない｡そのため,導入すべ

き環境税や環境保全のための行財政改革も体系

性を持ちえていない｡現行自動車関連税の問題

点や改革の方向が論じられているが,新税とし

ての環境税については,EC型炭素 ･エネル

ギー税を蔵出しの段階で課税するとされている

のみである｡

環境税とりわけ炭素税の理論的根拠を考える

上で,興味深い示唆を提示しているのは,手沢

弘文 (1995)である｡ 宇沢は,大気を社会的共

通資本として把握する｡社会的共通資本とは,

宇沢によれば,｢個々の経済主体に分属される

ことなく,一つの国ないしは社会にとって共通

の資産として社会的に管理されているような希

少資源｣8)であり,具体的には,堤防,道路,

港湾,上下水道,電力,鉄道などの社会資本,

司法,教育,医療などの制度資本,さらには水,

8) 宇沢弘文 (1995),4-5ページ｡
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河川,土壌,海洋などの自然環境をさす自然資

本に分類されるとする｡ 大気はもちろん自然資

本である｡大気などの自然環境を資本という経

済的概念で把握できるか,また把接してよいの

かについては検討すべき課題が多いので,ここ

では自然環境の素材的な特徴を定義づける意味

でインフラス トラクチャーと呼んでおきたい｡

留意すべき点は,どのような希少資源がインフ

ラストラクチャーとして社会的管理下におかれ

るかは,経済技術的に決まるものではなく,そ

の時々の社会的,文化的,歴史的,自然的諸条

件の下で,政治プロセスによって決められるも

のだとしていることである｡ そして,大気など

の自然環境インフラス トラクチャーは,市民の

基本的権利に重要なかかわ りをもつサービスを

生み出すという点で,その管理に関しては,一

般の希少資源とは異なる基準が通用されるべき

だ とい う｡ 適用 されるべ き基準 は,公共信

託9)の考え方である｡ その場合,大気というイ

ンフラス トラクチャーの管理を信託されている

社会的機構ないし組織 (多 くの場合は公共機

関)は,国民あるいは社会にとっての資産を預

か り管理していることになり,その管理責任を

果たす義務が生ずることになる｡

大気をこのようなインフラス トラクチャーと

して理解するならば,その社会的管理のあり方

との関わりで,炭素税も位置づけることができ

る｡ つまり,ここでの炭素税は,大気というイ

ンフラストラクチャーを安定的に維持管理する

ために課される税である｡ そのために,｢化石

燃料の消費や森林の伐採によって,大気中の二

酸化炭素の量が限界的に 1トン (炭素含有量で

計って)だけ,増えたときに,将来の世代に対

してどのような被害を与えるかを考慮 して,そ

の限界的被害を適当な社会的割引率で割 り引い

た現在価値が,大気中の二酸化炭素の帰属価格

あるいはたんに大気の帰属価格の概念である｡

そして,現在の世代の人々が,さまざまな経済

活動をおこなうさいに,それによって大気中に

9) 植田和弘 (1996),および都留重人 (1972),140-141

ページ,参照｡
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排出される二酸化炭素の排出量に対 して,大気

の帰属価格に基づいて評価 し,それを炭素税と

して｣10)賦課することになるという｡ ただ,こ

の ｢理論的｣炭素税は帰属価格を計算すること

ができないこともあって,具体的政策提案の段

階では ｢現実的｣炭素税のかたちに定式化する

という修正が施されている｡

炭素税を大気というインフラス トラクチャー

を維持管理するための税と位置づけることの意

義は小 さ くない｡大気をイ ンフラス トラク

チャーとして把握するならば,道路等の社会資

本との類推からも明らかなように,インフラス

トラクチャーとしての大気を利用して活動する

主体とその活動規模が増加し,その活動量が混

雑現象を引き起 こす水準にまで達したことに

よって,例えば地球温暖化現象が生じていると

解釈することができることになる｡ したがって,

炭素税とは,その課税によって混雑現象を引き

起こす活動を抑制するとともに,大気を安定的

に維持管理するためのインフラストラクチャー

整備財源としても活用するための税だというこ

とになる｡ まさに,二重性をもつ税ということ

ができるだろう｡ そして,この定義はすでに述

べたように,環境税一般に適用可能なものであ

る｡

ⅠⅠⅠ 環境税システムの設計問題

環境税を上記のように定義づけたとき,次に

は,環境税の具体的設計とその導入方法が問題

になろう｡

環境税の設計という場合,課税主体,課税客

体,課税段階,課税標準,税率,税収の使途等

が明らかにされなければならない｡また,導入

方法が環境税が導入されうる社会的条件とは何

かという問題と深いかかわ りを持つのは当然で

ある｡ ここでは,そのすべてについて論ずる用

意はないので,いくつかの点にしぼって論点を

整理しておこう11)0

10) 手沢弘文 (1995),212ページ｡

ll) その一部については,植田和弘 (1997)でも論じてい

る｡検討すべき主な論点を取 り上げるだけでも,いわ/
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1つは,環境税の導入に伴う国際的な協調の

問題である｡しばしば炭素税は国際的に協調し

て導入されなければ効率性が阻害される,また

国際競争力に影響を及ぼすとして,そのことが

1国での炭素税導入反対の論拠の1つになって

いる｡ 宇沢弘文 (1995)は,大気の帰属価格が,

世界のすべての国々について共通の値をとるの

ではなく, 1人当たりの国民所得に比例的であ

るように定義しているので,単一炭素税率とい

うわけではないが,炭素税導入は国際的な協調

が前提になっている｡ というよりも,現実的な

状況に通用することができる炭素税は,抽象的,

理論的な考察から導き出されるものではなく,

国際的同意を得ることができるような定式化を

検討しているのである｡ 柴田弘文 (1996)は,

相互外部不経済のケースを想定すると同じく国

際的な共通税率である必要はなく,むしろ国レ

ベルで既に導入している抑制措置と,国際的に

新たに導入しようとする環境税の効果をあわせ

たものが,抑制の限界コストを汚染排出者の間

で同一にさせる配慮が必要になることを論証し

ているが,そこでも国際的な協調は前提である｡

また,宮本憲一 (1996)は,環境税の導入は先

進国の協調によって行うべきではあるが,発展

途上国は免税されるべきであるとしている｡ さ

らに,Weizsaker(1992)ち,エコロジー的税

制改革を経済的にも政治的にも魅力あるものに

する基準として,国際的調整をあげている｡ つ

まり,協調の内容やプロセスについては明確で

はないが,多くの論者が環境税の導入は国際的

協調が必要であるという点では一致しているの

である｡

環境規制が企業の国際競争力や立地選択に及

ぼす影響はごく一部の業種を除いて小さいと言

われてきたが12),環境問題の深刻化と環境政策

の具体化につれて今後は大きくなる可能性があ

る｡そうした中で,環境政策の国際的協調は一

層求められるであろうが,問題は協調の是否で

＼ゆる二重の配当論,環境税分野における目的税の意義と

限界,環境税のマクロ経済的影響等多岐にわたる｡

12) OECD (1993)参照｡

はなく協調のあり方と方向性にある｡ところが,

世界経済のグローバリゼーションは現状では国

家の統制を緩める方向に働いている｡ このこと

は,各国において規制緩和や貿易 ･直接投資の

自由化が進行 していることに現れている｡ こう

した流れに沿う規制改革は,各国の基準や制度

一各国の主権を最も反映する税制も対象になっ

ている-をいわゆる世界標準にあわせるように

平準化する方向で進められつつある13)｡さしあ

たりの論点の第 1は,自然環境インフラストラ

クチャーの保全を可能にする国際協調はいかな

る条件の下で可能になるのかである｡ 論点の第

2は,国際協調が直ちには容易でない段階にお

いて,一国のみで炭素税の導入や環境税制改革

を実施することをいかに評価するかである｡ デ

ンマークの環境税制改革にその1つの典型を見

ることができるが,その意義と限界を明らかに

することが当面の課題となろう14)｡

第2に,環境税と他の環境政策手段との関係

についてである｡ 環境税を環境保全のための経

済的手段の1つとみなす場合,同じ経済的手段

の1つである排出権取引制度との関係は,理論

的には環境税と排出権取引制度は代替的な手段

であるとして従来議論されてきた｡しかし,排

出権取引制度がどのような制度として具体化さ

れるかによってその関係はまったく異なるもの

になる｡ 排出権取引制度の導入が検討されてい

る地球温暖化対策は気候変動枠組み条約を基礎

においており,排出権の取引を国家間で行うこ

とになる場合には各国における炭素税の導入は,

排出権取引制度と矛盾しないばかりか,むしろ

補完関係になる可能性もある｡

環境政策手段と呼びうるか否かは微妙である

が,環境政策分野における1つの新しい傾向は,

世界中の産業界が,環境対策について自主的取

り組みを表明し,その尊重を政府に要求してい

ることである｡ 自主的取 り組みは voluntary

agreementや voluntarycommitmentと呼ばれ

13) このような規制改革の環境政策分野での動向と問題点

の検討については今後の課題としたい｡

14) 諸富徹 (1997)参照｡
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ているが,その内容は多様である｡ 各国で実施

されている産業界の自主取 り組みについてその

中味を検討してみると,いくつかの検討課題が

明らかになる｡ 1つは,産業界の自主的取 り組

みが公共政策との関連をどのようにもっている

かという点である｡ つまり,自主的取 り組みが

達成すべき目標は,環境政策の目標すなわちた

とえば地球温暖化防止のための国のCO2削減

目標と明確な関連をもっているか否かである｡

また,オランダでは政府 と産業界が協定を結ぶ

のであるが,産業界がその内容に不満がある場

合には結ばなくてもよいという意味で volun-

taryではある｡ しか し,一度締結された協定

は法的拘束力をもつものであり公共政策上の位

置づけは明確である｡第 2は,それと関連する

が,自主的取 り組みの実効性がどのように担保

されているかという点である｡ ドイツやオラン

ダでの取 り組みは,その成果について一般に公

開されるとともに政府の点検を受け,改善する

というプロセスをもったものである｡ また,デ

ンマークでは,省エネルギー投資に関する協定

を政府と結ばない場合にはCO2税の減税措置

が受けられないことになっており,協定締結へ

の強力なインセンテイヴが働いている｡この場

合には税 と自発的協定 (厳密には投資補助金

ち)はパッケージになった1つの政策とみなす

ことができるだろう｡

第 3に,環境税の課税主体についてである｡

今後の環境政策の中心である自然エネルギーの

導入,自動車交通抑制と公共交通機関の拡大,

廃棄物の減量 ･リサイクル等は地方自治体に依

存する度合が大きいので,環境税は地方税とす

るか,国税の場合は地方への配分に重点をおく

べきだという意見 もある15)｡環境政策における

地方自治体の役割が今後大きくなることは確か

であるが,たとえば大気環境の保全を例にとる

ならば,同じ大気がローカルにもリージョナル

にもさらにはグローバルなスケールでも保全す

る必要がでてくるのであ り,それぞれに対応し

15) 宮本憲一 (1996)参照｡
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た環境管理組織が必要になると思われる｡ 具体

的には地方自治体 レベル,その広域連携のレベ

ル,国のレベル,国家間の連携のレベル,地球

大のレベルなど多様なスケールの組織が重層的

に環境保護に取 り組むことになろう｡だとする

ならば,環境税を国と地方の共通税として,梶

収を必要に応 じて各レベルに配分するのも一案

であると思われる｡

第 4に,環境税の税体系上の位置づけについ

てである｡個人所得税中心の税体系の下では,

政府と納税者との間でインフラス トラクチャー

の整備と個人所得税を中心とした納税との間に

一種の契約関係があると考えられる｡ こうした

前提の下での環境税は,政府と納税者の間の契

約に基づいて整備されたインフラス トラク

チャーを過剰に利用 して混雑現象を引き起こし

環境を破壊する主体に課税し,その利用を抑制

するとともに,インフラス トラクチャーの維持

管理のための財源をも一部調達する税である｡

こうした性格をもつ環境税は,個人所得税中心

の税体系にあって基幹税たる個人所得税を補完

する税ということができるだろう｡

しかし,環境税の税体系上の位置づけは,個

人所得税中心の税体系を考えるか,付加価値税

中心の税体系を考えるか,それとも最適課税論

の立場から税体系を構想するかによって変わっ

てこざるをえない｡環境保全という原則が税体

系にいかに組み込まれるべきかは,グローバル

経済下における税体系のあり方はいかにあるべ

きかという課題と深 く結びついて議論されてい

くことになろう｡
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